
 

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）交付要綱 

 

制  定 平成 30 年８月 13 日環政計発第 1808133 号 

 

（通則） 

第１条 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）（以

下「補助金」という。）の交付については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律（昭和 30 年法律第 179 号。以下「適正化法」という。）及び補助金等に係る予算

の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255 号。以下「適正化法施行令」

という。）並びに二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援

事業）実施要綱（平成 30 年８月 13 日付環政計発 1808133 号）の規定によるほか、この

要綱に定めるところにより行うものとする。 

 

（補助の目的） 

第２条 この補助金は、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年法律第 117 号）第

21 条第１項に基づく、都道府県及び市町村が自らの事務及び事業に関し、温室効果ガス

の排出の量の削減並びに吸収作用の保全及び強化のための措置に関する計画（以下「地

方公共団体実行計画（事務事業編）」という。）及び同条第３項に基づく、都道府県及

び指定都市等がその区域の自然的社会的条件に応じて温室効果ガスの排出の抑制等を行

うための施策を定めた計画（以下「地方公共団体実行計画（区域施策編）」という。）

に基づく地域の低炭素化事業（再生可能エネルギー導入や省エネルギー推進等）の案件

形成の促進や、地方公共団体実行計画の策定・改定及び同計画に基づく取組が困難な市

町村に対する支援等の措置を推進するため、高度な専門的知見・経験を有する人材によ

る専門的な助言等の実施に要する経費に対し、予算の範囲内において地方公共団体に補

助することにより、地域における低炭素化を促進し、もって現在及び将来の国民の健康

で文化的な生活の確保に寄与するとともに、我が国における地球温暖化対策の推進を図

ることを目的とする。 

 

（補助対象となる事業） 

第３条 補助の対象となる事業は、次の各号に該当するものとする。ただし、既に実施し

ている又は終了している事業、あるいは他の国費の助成を受けて実施している事業につ

いては、本事業の補助の対象としない。 

（１）地方公共団体実行計画（事務事業編）案件形成支援事業 

（２）地方公共団体実行計画（区域施策編）案件形成支援事業 

（３）都道府県による市町村等の地方公共団体実行計画策定・実施支援事業 

 

（補助対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費は、地方公共団体が前条に掲げる事業（以下「補助対象事

業」という。）を実施するために必要な経費のうち、本事業の対象として明確に区分で



 

きるもので、かつ証拠書類によって金額等が確認できるものに限る。 

 

（補助割合等） 

第５条 この補助金の補助割合等は、別表１に定めるところによる。 

 

（補助金の算定） 

第６条 この補助金の交付額は、補助対象事業を行うために必要な経費（別表２に定める

補助対象経費及び別表３に定める支出科目とその内容に該当する経費）の支出予定額に

別表１第２欄の補助割合を乗じて、算出した額の合計とする。ただし、算出された額に、

1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

２ 前項の交付額の算定に当たって、補助対象事業における仕入に係る消費税等相当額（補

助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 226

号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額を

いい、以下「消費税等相当額」という。）があり、かつ、その金額が明らかな場合は、

これを減額して算出しなければならない。ただし、算出時において当該消費税等相当額

が明らかではない場合については、この限りでない。 

 

（補助対象者） 

第７条 補助金は、補助対象事業を実施する地方公共団体に対し、その申請に基づいて交

付する。 

 

（交付申請手続） 

第８条 地方公共団体は、補助金の交付を受けようとするときは様式第１による交付申請

書を環境大臣に提出しなければならない。 

 

（変更交付申請） 

第９条 地方公共団体は、この補助金の交付決定後の事情の変更により、申請の内容を変

更して補助金の額の変更申請をしようとする場合には、速やかに様式第２による変更交

付申請書を環境大臣に提出しなければならない。 

 

（交付決定等の通知） 

第 10 条 環境大臣は、第８条による交付申請書又は前条による変更交付申請書の提出があ

ったときは、審査のうえ、交付決定等を行い、第８条の交付申請に対しては様式第３に

よる交付決定通知書を、前条の変更交付申請に対しては様式第４による変更交付決定通

知書を地方公共団体に送付するものとする。 

２ 環境大臣は第６条第２項ただし書きによる交付の申請がなされたものについては、補

助金の額の確定又は消費税及び消費税の申告後において精算減額又は返還を行うことと

する旨の条件を付して交付決定を行うものとする。 

 



 

（標準処理期間） 

第 11 条 環境大臣は、第８条又は第９条に規定する申請書が到着した日から起算して原則

として２か月以内に交付の決定を行うものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第 12 条 地方公共団体は、交付決定の内容又はこれに付された条件に対して不服があるこ

とにより、補助金の交付申請を取り下げようとするときは、交付の決定の日から起算し

て 15 日以内にその旨を記載した書面を環境大臣に提出しなければならない。 

 

（計画変更の承認） 

第 13 条 地方公共団体は、次に掲げる事項に該当する場合（補助金の額の変更を伴わない

場合に限る。）は、あらかじめ様式第５による計画変更承認申請書を環境大臣に提出し、

様式第４による承認を受けなければならない。なお、補助金の額の変更を伴う場合は、

第９条に定める手続きによるものとする。 

（１）補助対象事業に要する経費の配分（別表１に定める事業ごとの経費の配分をいう）

を変更しようとするとき。ただし、変更前のそれぞれの配分額のいずれか低い額の 20

％以内の変更を除く。 

（２）補助対象事業の計画の変更をしようとするとき。ただし、補助金の目的及び事業の

遂行に関係ない事業計画の細部の変更を除く。 

２ 環境大臣は前項の承認をする場合には、必要に応じて交付決定の内容を変更し、又は

条件を付すことができる。 

 

（契約等） 

第 14 条 地方公共団体は補助対象事業を遂行するため、売買、請負その他の契約をする場

合は、一般競争に付さなければならない。ただし、補助対象事業の運営上、一般競争に

付することが困難又は不適当である場合は、指名競争に付し、又は随意契約をすること

ができる。 

 

（事業の中止又は廃止） 

第 15 条 地方公共団体は、補助対象事業の全部若しくは一部を中止し、又は廃止しようと

する場合は、様式第６による申請書を環境大臣に提出して承認を受けなければならない。 

 

（事業遅延の届出） 

第 16 条 地方公共団体は、補助対象事業が予定の期間内に完了することができないと見込

まれる場合又は補助対象事業の遂行が困難となった場合には、速やかに様式第７による

報告書を環境大臣に提出して、その指示を受けなければならない。ただし、補助金の繰

越を伴わない場合であり、かつ、当初の完了予定期日（補助金の繰越があった場合は、

当該繰越を伴う変更により定められた完了予定期日とする。）後２か月以内である場合

は、この限りではない。 



 

 

（状況報告） 

第 17 条 環境大臣は、必要と認めるときは、補助金の交付の決定を受けた地方公共団体に

対して、経理状況その他必要な事項について、報告をさせ又は検査を行うことができる

ものとする。 

 

（実績報告） 

第 18 条 地方公共団体は、補助対象事業を完了したとき（第 15 条の規定に基づく事業の

廃止の承認を受けたときを含む。）は、事業を完了した日（事業の廃止の承認を受けた

日）から起算して 30 日を経過した日又は翌年度の４月 10 日のいずれか早い日までに様

式第８による実績報告書を環境大臣に提出しなければならない。 

２ 補助対象事業の実施期間内において、国の会計年度が終了したときは、翌年度４月 30

日までに前項に準ずる実績報告書を環境大臣に提出しなければならない。 

３ 地方公共団体は、第６条第２項ただし書きの定めるところにより交付額を算出した場

合において、実績報告を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税等相当額が明ら

かになった場合には、これを補助金額から減額して報告しなければならない。 

 

（補助金の額の確定等） 

第 19 条 環境大臣は、前条第１項の報告を受けた場合には、実績報告書の審査をするとと

もに、必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助対象事業の実施結果が補助

金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助

金の額を確定し、様式第９による交付額確定通知書により地方公共団体に通知するもの

とする。 

２ 環境大臣は、地方公共団体に交付すべき補助金の額を確定した場合において、補助対

象事業に要した経費を超える補助金が交付されているときは、その超える部分の補助金

の返還を命ずるものとする。 

３ 前項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から 20 日以内とする。ただし、当

該補助金等の返還のための予算措置につき議会の承認を必要とする場合で、かつ、本文

の期限により難い場合には、補助金等の額の確定の通知の日から 90 日以内で環境大臣が

定める日以内とすることができる。 

４ 環境大臣は、前項の返還期限内に補助金に相当する額の納付がない場合には、未納に

係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利 10.95％の割合で計算した延滞金

を徴するものとする。 

 

（補助金の支払） 

第 20 条 補助金は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に支払うものと

する。ただし、必要があると認められる経費については、補助金の交付決定の後に概算

払をすることができる。 

２ 地方公共団体は、前項の規定により補助金の支払を受けようとするときは、様式第 10



 

による環境大臣あての請求書を作成しなければならない。 

 

（交付決定の取消等） 

第 21 条 環境大臣は、第 15 条の規定による補助対象事業の中止又は廃止の申請があった

場合又は次の各号のいずれかに該当する場合には、交付の決定の全部若しくは一部を取

消し、又は変更することができる。 

（１）地方公共団体が、適正化法、適正化法施行令その他の法令又はこの要綱の規定に違

反したことにより環境大臣の指示を受け、この指示に従わない場合 

（２）地方公共団体が、補助金を補助対象事業以外の用途に使用した場合 

（３）地方公共団体が、補助対象事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をした場

合 

（４）（３）に掲げる場合のほか、交付の決定後に生じた事情の変更等により、補助対象

事業の全部又は一部を継続する必要がなくなった場合 

２ 環境大臣は、前項の規定により交付決定の取消しを行った場合には、交付した補助金

の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

３ 環境大臣は、前項の返還を命ずる場合には、第１項第４号に規定する場合を除きその

命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの期間に応じて、年利 10.95％の割合で

計算した加算金の納付を併せて命ずるものとする。 

４ 第２項に基づく補助金の返還期限は当該命令のなされた日から 20 日以内とする。 

５ 前項について、環境大臣の定める期限内に返還がない場合は、第 19 条第４項の規定を

準用する。 

 

（補助金の経理） 

第 22 条 地方公共団体は、補助対象事業の経費についての収支簿を備え、他の経理と明確

に区分して補助対象事業の収入額及び支出額を記載し、補助金の使途を明らかにしてお

くとともに、支出額について、その支出内容を証する書類を整備しておかなければなら

ない。 

２ 地方公共団体は、前項の収支簿その他の証拠書類を補助対象事業の完了の日(補助対象

事業の中止又は廃止の承認を受けた場合は、その承認を受けた日)の属する年度の終了後

５年間保管しなければならない。 

３ 環境大臣は、必要があると認めるときは、地方公共団体に対し、その補助金の経理に

ついて調査し、若しくは指導し、又は報告を求めることができる。 

 

（消費税額等の確定） 

第 23 条 地方公共団体は、補助対象事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により消

費税等相当額が確定した場合は、様式第 11 により速やかに環境大臣に報告しなければな

らない。なお、環境大臣は報告があった場合には、当該消費税等相当額の返還を命ずる

ものとする。 

２ 前項の納付については、第 19 条第３項及び第４項の規定を準用する。 



 

 

（その他） 

第 24 条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関するその他必要な事項は、環境

大臣が別に定める。 

 

（附則） 

  この要綱は、平成 30 年８月 13 日から施行する。 



 

  別表１ 事業区分及び補助割合等 

事業区分 補助割合等 

 

１．地方公共団体実行計画（事務事業編）案件

形成支援事業 

 

 

２．地方公共団体実行計画（区域施策編）案件 

形成支援事業 

 

 

 

 

 

３．都道府県による市町村等の地方公共団体実 

行計画策定・実施支援事業 

 

 

 

補助割合：定額（500 千円を上限とする） 

対象：市町村、特別区、地方公共団体の組合 

 

 

補助割合：定額（500 千円を上限とする） 

対象：市町村、特別区 

 

※１及び２の事業を申請する場合は、合わせて 500 千

円を上限とする。 

 

 

補助割合：定額（1,000 千円を上限とする） 

対象：都道府県 

 

 

 

別表２ 補助対象経費                                                                         

 事業を行うために必要な業務費（諸謝金、旅費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、借料及び損

料、会議費並びに雑役務費）及びその他必要な経費で環境大臣が承認した経費。 

   

別表３ 支出科目とその内容                                                              

支出科目 内    容 

１ 諸謝金 講師・専門家等の招聘、資料作成等に対する諸謝金に係る経費をいう。 

２ 旅 費 
航空機、鉄道、バス、船等の運賃、日当及び宿泊に要する経費をいう（職員旅費

を除く）。 

３ 消耗品費 
単価が５万円未満の物品や機器であって、主に消耗される物品の購入等に要する

経費をいう。 

４ 印刷製本費 資料等の印刷・複写、製本、写真の現像等に要する経費をいう。 



 

５ 通信運搬費 郵便料、電話料、配送業務、その他通信運搬に要する経費をいう。 

６ 借料及び損料 車両、会場、機器類等の使用賃借等に要する経費をいう。 

７ 会議費 会議、作業等に要する経費（茶菓、弁当の提供を含む。）をいう。 

８ 雑役務費 
手数料、事業者等に外注して行う調査・検討の実施等、役務の対価として支払う

経費をいう。 

９ その他 その他必要な経費で環境大臣が承認した経費をいう。 

 

 


